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厚生労働省労働基準局 

労災補償部補償課長 

( 公印省略 ) 

不法就労覚国人に 対する労災補償状況に 係る報告の簡素化について 

標記にっ 、 ，、 ては、 昭和 f6 2 年 -8 月 5 日付け事務連絡 ( 労災管理課長。 補償課長連名 ) 

「不法に就労する 外国人に対する 労働者災害補償保険法の 適用について」 @ こより、 事案 

ごとに本省 ( 補償課業務 係 ) あ て報告するよ う 指示しているところであ るが、 事務簡素 

化の観点から、 今後、 下記のとおりその 取扱いを改めることとしだので、 事務処理に遺 

漏の無いよ㍉ ，こ期 きれない。 
r ， よ才 ・ ぢ、 。 ・ 日お - コ ・ - ;; 口む 2 手 8 月 5 日付け事務 運緩は 、 本事務連絡をもって 廃止する。 

記 

ェ 報告対象 
労災保険の保険 給 ・ 付 請求があ った事案のうち、 被災労働者が 不法就労覚国人 ( 観 

光 、 研修等の名目で 入国し、 あ るいは密入国し、 資格がないにもかかわらず 本邦に 

おいて就労する 外国人 ) であ ると思われる 者に係る請求であ って、 支給又は不支給 

の 決定を行っだもの。 

2  報告 方 、 法 

各年度毎の件数等につ " て 、 別紙 1 ～ 3 をもって取りまとめの 上、 本省 ( 補償課業 

務停 ) へ 報告 廿 そこととする ， 

3  報告期限 

各年度分を翌年度の 4 月末日まで。 

なお、 平成 1 3 年度分米報告の 間にあ っては、 当該年度分を 平成 1 4 年 7 月末日ま 

で @ こ 報告すること。 
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「 被災労働者の 国籍 

  



( 別紙 2) 

不法就労覚国人であ ると思われる 者に 封 ずる労災補償状況について ( 平成 年度 ) 

2 就労事業場の 種類 

  局 ) 

  

  

米 労災保険率 表 ( 労働保険の保険料の 徴収等に関する 法律施行規則別表 第 。 ) の分類による。 
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3 請求・支給決定人数 

( 火 ) 

4 保険給付則支給決定人数 

  保険給付の種類 l 人数 

。 一人の労働者 に つき複数の保険給付の 支 結 ( 新規，を行った 場合、 そ 
れぞれの種別について 人数を入れること。 
したがって、 上記 3 。 支給決定人数 ) の合計人数と 4( 保険給付則 ) の合 

計人数と l2 、 必ずしも一致するものではない。 
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永 住 者 ( 法務大臣から 永住の許可を 受けた者 ) 
日下， 、 - 。 配偶者等 ( 日本人の配偶者，実子。 特別 養 

子 ) 
永住者の配偶者等 ( 永住者。 特別永住者の 配偶者 及 

び 我が国で出生し 引き続き在留 
している実子 ) 

定 住 者 ( インドシナ難民、 日系 3 世等 ) 



在留資格及び 在留期間一覧表 

入管 法 別表第一 
  

政府の承認した 外国政府 

  

い 若しくは当該事業の 管理に従事し 又は本邦において 

これらの事業の 経営を開始した 外国人 ( 外国法人を含 

む 。 以下この項において 同じ。 ) 若しくは本邦におけ 

るこれらの事業に 投資している 外国人に代わってその 

経営を行い若しくは 当該事業の管理に 従事する活動 

( この表の法 措 ，会計業務の 項の下欄に掲げそ 資格を 

を 有する者が行 う こととされている 法律又は会計に 係 

格を有する者が 行 うこ 

掲げる活動 ( 外交 

活動 ) を行 う 期間 

掲げる活動 公用 

活動 ) を 行 5 期間 

3 年又は 1 年 

  

  
3 年又は 1 

3 年又は 1 年 

3 年又はⅠ 年 

3 年又 は 1 年   



教 侶 " 
  

に 従事する活動 (1 の表の教授の 項の下欄に掲げる 活 l 

動を除く。   

本邦の小学校、 中学校、 高等学校、 中等教育学校、 盲 3 年又は 1 年 

学校、 聾学校、 養護学校、 専修学校又は 各種学校若し 

{ は 設備及び編制に 関してこれに 準ずる教育機関にお 

いて語学教育その 他の教育をする 活動 

その他の自然科学の 分野に属する 技術又は知識を 要す 

る 業務に従事する 活動 ( 1 の表の教授の 項の下欄に掲 

げる活動並びにこの 表の投資。 経営の項、 医療の項 か 

ら 教育の項まで、 企業内転勤の 項及び興行の 項の下欄 

済 学、 社会学その他の 人文科学の分野に 属する知識を 

必 、 要とする業務又は 外国の文化に 基盤を有する 思考 若 

活動並びにこの 表の投資・経営の 項から教育の 項まで、 

企業内転勤の 項及び興行の 項の下欄に掲げる 活動を除 

外国にあ る事業所の職員が 本邦にあ ，る 事業所に期間を 

定めて転勤して 当該事業所において 行 う この表の技術 

  
一   一   

こ いてう ことができる 

図 特 苧の文化若しくは @  ・ 技云は 十 つい・専門的な 一 研究 ピ行 + 方 

い 若しくは専門家の 指導を受けてこれを 修得する活動 

(4 の表の留学の 項から研修の 項までの下欄に 掲げる 

  

    "  観 。 光 、 スポ 



四 

    
族の訪問、 見学、 講習又は会合への 参加、 業務連絡 そ 

の他 これらに類似する 活動 

対して本邦の 大学に入学するための 教育を行 3 機関 又 

専修学校の高等課程若しくは 一般課程又は 各種学校 

( この表の留学の 虫の下欄に規定する 機関を除く。 ) 

3 年、 2 年、 1 年 、 

6 月又は 3 月 

定める活動を 指 

寓 される者は、 

3 年、 1 午 又は 

6 月 

2. 1 以外の活動を 

指定される者は、 

1 年を超えない 

範囲内で法務大 

臣が個々の覚国 

ソ 、 にっ。 て 指定 



入管決別表第二 

817 条の 2 の規定による 特別養子又は 日本人の子とし 

に 在留している 者 

して居住を認、 める者 

小 

める 地ィ 立を 

られる者は 3 

又は 1 午 

  Ⅰ以外の者 

3 午を超え 

範囲内で法 

臣が 個々の 

ソ、 ほ ついて 

6 期間   




